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１ 背景及び目的 

福島県では、ニホンジカの尾瀬への進出が問題となっているが、それに留まらず、南会津

を中心に会津、中通り地方まで生息域が拡大し、近年では浜通り地方でも目撃情報が寄せら

れるなど、これまで生息していなかった地域に分布が拡大している。また、生息密度も増加

傾向となっており、今後、さらにニホンジカの分布拡大や密度の増加が予想され、ニホンジ

カによる植生被害や農林業被害の増加が懸念される。 

 ニホンジカによる自然植生への影響については、尾瀬国立公園の特別保護地区及び周辺地

域の湿原植物群落で問題になっているが、磐梯朝日国立公園内の磐梯山方面にも拡大する可

能性が高い。また、農林業被害については、令和３年度には過去最高の１０，５１１千円を

記録し、令和５年度は５，０９４千円の被害が発生しており、その生息地の拡大とともに農

作物への被害増加が懸念される。 

したがって、こうした農林業や生活環境への被害及び森林生態系への影響が拡大する前に、

早急に強い捕獲圧をかけ、個体数の増加や生息域の拡大を抑制し、被害を未然に防止するこ

とが必要であるが、原発事故以来、狩猟意欲が低下して狩猟者や捕獲従事者が減少しており、

農業生産活動等の人為活動が停滞していることとも関連して、ニホンジカの生息数増加につ

ながっていると考えられる。 

 平成２２年度以前は捕獲数や被害も少なく、ニホンジカがいなかったか、いても低密度で

あったと推測されるが、ニホンジカの捕獲数は、平成２４年度以降、有害捕獲、狩猟捕獲と

も増加傾向にあり、令和５年度の捕獲数は１，９１９頭となっている。その捕獲地点は、ほ

とんどが南会津であるが、県中、県南、会津においても捕獲頭数が増加している。このよう

な捕獲数の増加傾向から、その生息数は徐々に増加してきたものと推測されるが、捕獲実績

と自然増加率に基づく試算では、令和２年度の県内のニホンジカの生息数は３，１００頭と

推定されている。 

ニホンジカの個体数管理を推進するためには、現在以上に捕獲を強化する必要があり、有

害捕獲や狩猟捕獲で不足する捕獲数については、指定管理鳥獣捕獲等事業により対応するこ

ととする。実施地域については、「尾瀬の植生を保全するためのシカ対策（第５期計画）」

により実施されてきた※尾瀬地区及び尾瀬地域及びシカの生息拡大の恐れのある地域におけ

る捕獲を指定管理鳥獣捕獲等事業において行うこととする。（尾瀬地区については環境省が

捕獲を行う。） 

また、捕獲数については、ニホンジカ管理計画（第２期）に基づき、県・市町村・猟友会

など関係機関が緊密に連携しながら、狩猟捕獲・有害捕獲・指定管理鳥獣捕獲により、個体

数抑制に向け年間１，４００頭以上の捕獲に取り組むこととする。 

併せて、より効果的な捕獲を行うため糞塊密度調査やドローンを用いた生息状況調査等を

実施する。また、事業の効果や得られた知見については、令和７年度に改訂を予定している

ニホンジカ管理計画（第３期）に反映させていくこととする。 

※尾瀬地区 「尾瀬・日光国立公園ニホンジカ対策広域協議会」において設定された、尾瀬

国立公園の尾瀬特別保護地区、御池田代特別保護地区及び特別地域並びにこれ

らの区域に隣接する区域のうちニホンジカによる影響を受けやすいと考えられ

る区域 

 尾瀬地域 「尾瀬地区」の周辺地域 
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図１ 尾瀬地区、尾瀬地域 

※ 点線部分より南西の福島県の区域 … 尾瀬地区 

※ 点線部分より北東かつ実線部分より南西の福島県の区域 … 尾瀬地域 

 

２ 対象鳥獣の種類 

ニホンジカ 

 

３ 指定管理鳥獣捕獲等事業の実施期間 

実施区域名 実施期間 

県北、県中、 

県南、会津、 

南会津(田代山

地域を含む) 

令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

（うち、捕獲作業を行う期間） 

令和７年４月１日～令和８年３月１５日 
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４ 指定管理鳥獣捕獲等事業の実施区域 

実施区域名 住所等 選定理由 他法令等 

県 北 
福島市、二本松市、伊達市、本宮市、 

桑折町、国見町、川俣町、大玉村 

生息密度の高い尾

瀬周辺地域、及び

生息数拡大が確認

されている地域

で、今後農林業被

害の増加が予測さ

れるため、捕獲の

強化を図る。 

 

 

福島県鳥獣保護

区 

 

鳥獣被害防止特

措法に定める被

害防止計画の対

象地域 

 

尾瀬国立公園 

 

日光国立公園 

県 中 

郡山市、須賀川市、田村市、鏡石町、 

天栄村、石川町、玉川村、平田村、浅川町、

古殿町、三春町、小野町 

県 南 
白河市、西郷村、泉崎村、中島村、矢吹町、

棚倉町、矢祭町、塙町、鮫川村 

会 津 

会津若松市、喜多方市、北塩原村、 

西会津町、磐梯町、猪苗代町、会津坂下町、

湯川村、柳津町、三島町、金山町、昭和村、

会津美里町 

南会津 
下郷町、檜枝岐村（※）、只見町、 

南会津町（田代山地域を含む） 

        （※）「尾瀬地区」は環境省が指定管理鳥獣捕獲等事業等により捕獲 

 

  

実施区域図 

田代山地域 

八溝山周辺の区域について

は、「福島茨城栃木連携捕獲

協議会」による捕獲を実施 

田代山地域については、「南会津・日光

地域広域捕獲計画」に基づき、栃木県と

広域的に連携し、捕獲を実施 
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５ 指定管理鳥獣捕獲等事業の目標 

実施区域名 指定管理鳥獣捕獲等事業の目標 

県北  捕獲数      ２０頭 

県中  捕獲数      ８０頭 

県南  捕獲数     １２０頭 

会津  捕獲数     １５０頭 

南会津（田代山地域を含む）  捕獲数   １，０４０頭 

尾瀬地区（環境省事業実施分）  捕獲数      ４０頭 

合  計  捕獲数   １，４５０頭 
 

※全事業実施区域において、計３００頭以上の上乗せを目指す（計１，７５０頭以上）。 
 

６ 指定管理鳥獣捕獲等事業の内容 

  (1) 捕獲等の方法 

  ① 使用する猟法と規模 

実施区域名 使用する猟法 捕獲等の規模 

県北地域 銃猟（巻狩り、忍び猟等を想定） 

わな猟（くくりわな、囲いわな等を想定） 

各地域従事者 50 人日程度 

わなの架設基数等、詳細は

受託者と調整のうえで決定

する。 

県中地域 

県南地域 

会津地域 

南会津地域 

（田代山地域を

含む） 

従事者 130 人日程度 

わなの架設基数等、詳細は

受託者と調整のうえで決定

する。 

尾瀬地区 

（環境省事業） 

銃猟（忍び猟及び待機射撃） 

・ライフル銃を主に使用 

わな猟（くくりわな等） 

 

○ライフル銃の使用が必要な理由 

 尾瀬ヶ原では見通しの良い平坦な地形

が多く、シカに接近することが困難である

ことから、300ｍ程度離れた遠距離から射

撃可能なライフル銃の使用が必要な場合

がある。また、尾瀬ヶ原では上述の理由に

より視認性が高く、安全確保の面において

も、他の地域と比べライフルが運用しやす

い地形であることから、安全に捕獲作業に

取り組むことが可能である。 

銃 275人日程度 

わな 5,000基日程度 

※銃猟においては非鉛製銃弾を使用（ただし、非鉛製銃弾を使用できない場合は、鳥類の鉛中

毒を防止するため、捕獲個体を速やかに処分する等の適切な措置を講じること。） 
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② 作業手順 

・作業手順 

 準備作業 

  ①処分方法（焼却、埋却、両方）の確認を行う。 

  ②必要機材の点検・準備を行う。 

  ③わな設置場所の選定を行い、設置箇所を記録する。 

 捕獲作業 

 （銃猟・わな猟共通） 

  ①作業前に従事者によるミーティングを行い、作業手順や安全管理について確

認を行う。 

  ②作業は２名以上を標準として行う。 

 （わな猟の場合） 

  ①わなの設置（標識表示）を行う。 

  ②わなを見回り、捕獲状況の確認を行う。 

  ③捕獲されている場合は安全に留意し、止めさしを行う。 

④錯誤捕獲個体については、「錯誤捕獲時の対応」に基づき、適切に処理を行

う。 

 （銃猟の場合） 

    ①周囲の確認を行い、見通の悪い場所や灌木越しでの発砲をしない。 

    ②発砲の際は矢先の確認を行う。 

  ③半矢にした場合は追跡して極力回収を行う。 

処理作業 

（銃猟・わな猟共通） 

①捕獲個体のデータ（捕獲年月日、捕獲（わな設置）場所、性別、体長、体重）

を記録し、写真撮影（全身が映るように）を行う。 

また、シカ密度指標となる捕獲効率（CPUE）、目撃効率（SPUE）を評価する

ために、銃猟においては出猟日ごとに出猟人数・出猟場所（ハンターメッシュ）・

シカ目撃数・捕獲数を、わな猟においてはわな設置地点（ハンターメッシュ）

ごとにわな設置（架設）台日数・シカ捕獲数」を記録する。 

  ②捕獲個体を焼却または埋却場所に搬入し処理を行う。 

・鳥獣保護区における捕獲 

  １月から７月は猛禽類の繁殖時期にあたるため、これらの生息が確認されてい

る場所では、止めさしを除いて猟銃は使用しない。 

  また、鳥獣保護区における捕獲について、猟犬の使用は禁止するとともに、希

少な野生獣類が生息している場合は、くくりわなは使用しない。 

・安全管理 

  受託者は、捕獲及び捕獲個体の処分について各作業手順を従事者に徹底させる

とともに、次に掲げる関係機関との連絡体制について整備する。 

  県、市町村、焼却施設管理者、警察、消防、医療機関 等 

  また、米ぬか等による誘引は、クマが生息する地域においてクマの誘引、錯誤

捕獲に繋がることから、安全に配慮して検討すること。 

・錯誤捕獲時の対応 

    ニホンジカ以外の獣が錯誤捕獲された場合は、原則として放獣する。 

ただし、指定管理鳥獣であるイノシシが捕獲される可能性がある場合には、事

業受託者は予め捕獲許可を取得し、捕獲した場合は適切に処分する。 

くくりわなによるクマの錯誤捕獲については、錯誤捕獲防止のためクマが生息

する場所での捕獲を控え、錯誤捕獲が発生した場合は作業者の安全を考慮して対
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応を決定する。 

また、カモシカが錯誤捕獲された場合は特別天然記念物を所管する教育事務所

等と連携し放獣に努める。 

・捕獲個体の回収方法 

  捕獲個体は地形等の関係から回収不能の場合を除き、すべて回収し適切に処分

する。 

・捕獲個体の処分方法 

  実施区域の関係者と協議の上、一般廃棄物として焼却又は埋設する等適切に処

理する。また、放射線モニタリング調査のため、検体として必要な部位について

は回収し県へ提出する。 

・捕獲情報の収集および評価 

事業受託者から捕獲に係る各種記録を収集し、専門家の意見も踏まえ、捕獲数

や捕獲位置情報のほか、捕獲等の方法などの結果から、目標に対する寄与の程度、

指定管理鳥獣捕獲等事業の効果及び妥当性を検証し、改善すべき事項の検討を行

うものとする。 

 

  (2) 捕獲等をした個体の放置に関する事項 

尾瀬地区に限って捕獲等をした個体の放置を可能とする（ただし、尾瀬地区は環

境省が指定管理鳥獣捕獲等事業により捕獲を実施）。 

ただし、銃猟にあっては、鉛弾を使用しないこととし、放置した個体又は放置個

体に誘引された鳥獣等により発生する生態系、住民や公園利用者の安全、生活環境

又は地域の産業への影響に十分配慮すること。 

 

  (3) 夜間銃猟に関する事項 

実施しない。 

 

７ 指定管理鳥獣捕獲等事業の実施体制 

・事業主体 

  福島県、環境省 

・実施形態 

  委託 

・委託先 

  認定鳥獣捕獲等事業者 

 

８ 住民の安全を確保し、又は指定区域の静穏を保持するために必要な事項 

  (1) 住民の安全の確保のために必要な事項 

県は、市町村を通じて住民や関係者に対し事業内容について周知を図る。 

 必要に応じ事業実施区域周辺に注意を促す看板等を設置し、山菜採りや登山等で

入山した住民の安全を確保し、事故等の発生がないよう万全を期す。 

 また、受託者は、銃猟実施時の立入規制措置や監視方法を定めるとともに、わな

設置時の注意喚起看板等の掲示を行い、住民の安全を確保する。 

 

 (2) 指定区域の静穏の保持に必要な事項 

 公道、社寺境内、墓地においては、わなの設置は控える。 
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９ その他指定管理鳥獣捕獲等事業を実施するために必要な事項 

 (1) 市町村等との協議、調整 

   生息頭数が多い南会津管内４町村（南会津町、檜枝岐村、下郷町、只見町）及び

生息が拡大しつつある会津管内３市町村（会津若松市、北塩原村、猪苗代町）につ

いては、福島県と７市町村が「会津地域ニホンジカ対策推進協議会」を作り、お互

いが情報を共有し、指定管理鳥獣捕獲等事業の円滑な実施を図る。 

   また、八溝山を中心とする福島県、茨城県及び栃木県の３県境地域においてもニ

ホンジカの目撃がされているため、「福島茨城栃木連携捕獲協議会」が実施する生

息状況調査の結果を活用するとともに、本事業で得た情報を協議会にフィードバッ

クするなど、相互に連携しながら効果的な対策を図る。 

田代山地域を含めた南会津地域での指定管理鳥獣捕獲等事業の実施に当たって

は、「南会津・日光地域広域捕獲計画」に基づき、栃木県と広域的に連携し、効果

的に実施する。 

 

 (2) 事業において遵守しなければならない事項 

  連絡用無線機は適切な機器を選定するとともに、使用に当たっては電波法令を遵

守し、適切な使用に努める。 

 

 (3) 事業において配慮すべき事項 

  捕獲した個体がやむを得ず回収できず、猛禽類等の採餌等により鉛中毒被害が生

じることを防ぐため、可能な限り鉛弾を使用しないよう努める。  

また、埋設処分の際には水源等への影響が無いよう努める。 

  

(4) 地域社会への配慮 

 県及び受注者は、実施区域、実施日時、実施方法等について、地域社会とのあつ

れきが生じないよう配慮する。 

 鳥獣管理について広く周知を図り、捕獲等の必要性について理解が得られるよう

努める。 

 


